












































































































































































28　 財政法第 35条「第 1項 予備費は、財務大臣が、これを管理する。
　　第 2項  各省各庁の長は、予備費の使用を必要と認めるときは、理由、金額及び積算の基礎を明らかにした調書を作製し、
これを財務大臣に送付しなければならない。
　　第 3項  財務大臣は、前項の要求を調査し、これに所要の調整を加えて予備費使用書を作製し、閣議の決定を求めなけれ
ばならない。但し、予め閣議の決定を経て財務大臣の指定する経費については、閣議を経ることを必要とせず、
財務大臣が予備費使用書を決定することができる。
　　第 4項  予備費使用書が決定したときは、当該使用書に掲げる経費については、第 31条第 1項の規定により、予算の配
賦があつたものとみなす。



















提案を行うには、衆議院 50人以上（一般の議案は 20人以上）、参議院 20人以上（同 10人以上）の賛成が必
要である（国会法 57条の 2）。また、予算総額の増額修正または予算を伴う議員法については、内閣に意見を





































































ーサー草案第 81条の中にある「reserve fund」の訳の問題にある。reserve fundを日本側は明治憲法に倣って予


























































































という考え方が憲法第 87条第 2項及び財政法第 36条第 3項の理論の基礎である。この大きな理由としては予
備費が実質的意義における予算ではないということが言える。予備費も、もちろん予算に計上して国会の議決
を経たものではあるが、それは目的、科目等を定めて議決を経た他の歳出予算とその性質を異にしている。つ





録第 14号 2009年（平成 21年）3月 16日 15頁）という与謝野馨財務大臣（平成 21年当時）の発言が残されている。
ただし、経済緊急対応予備費に関しての発言である。
58　 第 174回国会衆議院第 1類第 15号（附属の 2）決算行政監視委員会第二分科会議録（総務省、財務省、文部科学省及び





























































































72　 「参議院における二〇〇六年度一般会計予備費の不承諾についての政府の見解に関する再質問主意書」平成 20年 6月 11
日提出 質問第五二六号



























　平成 21年 6月 22日の参議院決算委員会での討論について見てみると、日本共産党を代表しての討論と社会





















83　第 171回国会第 14部決算委員会会議録第 9号 2009年（平成 21年）6月 22日 40-41頁
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